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社会の全構成員の自由を守ることが出来るlegislation（数陳立法）とは何か？
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　思念が、渦巻いている。私は先週末、米国シカゴでIEEE Ethics 2014というシンポジウムに参加した。そのせいで、消化しきれない様々なアイデアが、「数陳立法」以外にも、色々と私の頭の中を駆け巡っている…。
　IEEEとは世界最古最大のエンジニア学会で、190か国43万人の学会員から成る。私もその一人。IEEEは、電子工学やソフトウエア工学、最近ではGMO（gene modified organism）細胞工学やバイオ工学などの幅広い分野で最高レベルの学問水準を持つ。エジソン、テスラ、ベルといった19世紀末の巨人エンジニア達が初期会員に名を連ねる。
　そのIEEEが、Ethics（倫理）という一見専門外のテーマで第一回国際シンポジウムを、先週末、開催した。29か国から200人強のエンジニアや社会哲学者ら、特に若手が集まって、約150本の論文を元に、金曜日土曜日の二日間、全て五つのパラレル セッションという強行軍で正に白熱の発表・討論を行った。ちなみに、案の定、日本人では私だけが参加していた。アジアからは、中国、韓国、インド等も多数参加しているのに…。
　まっ、それは脇に置いて。エンジニアの視点からPartnership論を研究する私にとっては、とても面白かった。未だ興奮冷めやらず。触発された数々のテーマの報告は、後日に回して、今週は持ちネタの中から表題の「数陳立法（legislation）」について短く解説しておこう。
　回勅『Centesimus Annus百周年』Vatican公式中国語版の第44段落に、「数陈立法」、即ち日本語で「数陳立法」、が出てくる。英語でlegislationの意味。陳（statement）を数えて立法する（law making）の意味。
中国には、一般人から選挙で選ばれた代表議員から成る「国会」は無い。全国人民代表大会（全人代）が、似たものとして存在するだけだ。この全人代は、省・自治区・直轄市・特別行政区の人民代表（共産党員）および中国人民解放軍から選出された代表（議員）により構成される。それは、西洋社会で言う「国会」とは違う。全人代は、共産党一党独裁による立法機関だ。中国には西洋社会で言う「国会」は無い。
　で、恐らく、Vaticanは新語：数陈立法を作ったのだろう。
　残念ながら、数陈立法という新語は普及していない様だ。Googleで検索してもVatican文書以外には見つからないし、知り合いの中国人に聞いても「知らない」と言われた。ただ、「立法」の意味(law making)は知っていたし、「数陈立法は、陳（statement）を数えて立法する（law making）、を意味する。」には同意してくれた。
　数陈立法は、言外に、「一般人から選挙で選ばれた代表議員から成る国会」があったとして、という臭いを充分に出して、その上で、その国会で「陳（statement）を数えて立法する（law making）」ということを表した「新語」と考えて良さそうだ。残念ながらVaticanのそういった思いとは裏腹に、普及はしていない様だが…。
　新語を造った副産物として、legislationとlaw makingの区別が漢字で可能になった。これが今週のパンチ･ラインだ。
　恐らくこの区別を可能とすることはVaticanの意図したことではない。単に「国会」が無いので仕方なく「意見を戦わせた後で、democracy --- 大衆（demo）によってcrate（司（つかさどる）--- 的に立法する」という意味で新たに作った言葉だろうと想像する。
　けれどもこれで素晴らしい副産物が生まれた。当コラムで何度も言及しているが、西洋社会には二種類の「立法」がある。legislationとlaw making。前者は人々の代表者達による「狭義の」立法を表し、後者は人々による「広義の」立法を表している。つまり、law makingはlegislationを含む広い概念だ。この「違い」が漢字表現でも簡単にできる様になった。素晴らしい！
　ということで今後日本でも、国会での立法を「数陳立法」と表現することを提案したい。国会は立法機関でなく「数陳立法機関」だ。

　立法と数陳立法を区別することの一番の目的は、一人一人の個人こそlaw makerなのだという近代社会の基本を日本に徹底させることにある。意見が或る程度集約したならば、国会で審議してlegislateできるのであって、それまでは、事案事件については一律一様な基準によるのではなく、intuitu personae principle（個別事情の重視原則）に則って扱うべきだ。この徹底が、二種類の立法を区別することでハッキリと行われるだろう。

　また、二次的には「まだ国会でlegislateすべきでないテーマ、即ち、まだまだ広く人々によるディスカションが必要なテーマ」を時期尚早に国会で立法してしまう様な、民主主義国家にとっては「禁忌事項」を明確に意識できる様になるだろう。
　例えば、15才未満の若者からの臓器移植における「脳死は人の死か」を審議した、2009年通常国会における臓器移植法改正審議は、この手の「legislateには時期尚早」に当たると思う。
　2009年通常国会で、「脳死は人の死」と立法されてしまった。（出典：ウィキペディア「臓器の移植に関する法律」）
　「人の死とは何か」。この様なテーマは、人によって意見が大きく異なる。魂の存在を信じる者がいるとしたら、その者にとっては「脳死は人の死」ではない。また、心臓が動いている限り、現在の技術レベルでは検出できない何らかの意識は残っている、と考える人もいるだろう。2009年通常国会審議でA案からE案、そしてA‘案まで出る混乱ぶりからも「legislateには時期尚早」であることが分かる。
　「でも、一律一様な基準を設けないと、現場で移植手術にあたる医師が、或る種の「殺人」をしていると問われることになりはしないか？」という意見もあるかも知れない。
　この手の意見に対しても、その担当医師の考える「死とは何か」、並びに、臓器提供予定者の本人と家族の考える「死とは何か」、そして出来れば、臓器をもらう側の考える「死とは何か」、これら全てを含めて、個別の事例ごとに、intuitu personae principle（個別事情の重視原則）に則って扱うべき事柄だという反論をしたいと思う。極端な話、「脳死は人の死」ではないと考える医師が居たとしたら、たとえドナーとレシピエントの考えが揃っていたとしても、臓器移植は行われるべきではないと思う。まっ、「脳死は人の死」ではないと考える医師は、移植手術の専門外科医には恐らくならないだろうが…。
　とにかくそのぐらい「人の死」とは重いテーマなのだと思う。軽々に国会で審議して決めて良い事柄ではない。少なくとも今は、時期尚早だ。

　･･･という様な判断が、二種類の立法を区別することで徹底して行われるだろう。
　ちょうど米国で、妊娠中絶に関するpro-lifeとpro-choiceでどちらが「正しい」か、少なくも今は、国会で決定されることはなく、それでも、個々のケースで、妊娠中絶が行われたり行われなかったりするのと同様に、「脳死は人の死か」は、少なくもまだ、国会で審議するべき事柄ではないと思う。

　地上世界で或る人と或る人との間で見いだされるjusticeと、天上世界において、あるいは本質的にrightであるという事柄とは、異なることがある。これが現状だ。
　
表題に挙げた「社会の全構成員の自由を守ることが出来るlegislation（数陳立法）」とは、第44段落の：

･･･このような（三権分立による）ordering（秩序形成）は、manの社会的本性に関する現実的或る一面の見方を反映したものです。従って、このorderingを実現するためには、all（社会の全構成員）の自由を守ることのできるlegislation（数陳立法）が枢要となります。また、all（社会の全構成員）の自由を守るためには、三権の間につり合いが保たれ、三権および三権の応答責任範囲が、それぞれ固有の領域を互いに越えない状態が望ましいのです。この様な条件が満たされて、「法の支配（rule of law）」が原則となります。この場合、個人のarbitrary will（任意の意志）ではなく、the law（その様にして作られた法）がsovereign（法律的最上権威、中国語版で法律的无上权威）となります。
･･･に出てきていた。これが何であるのか、掴んで頂けただろうか。
　Vaticanや米国が、中国向けに最新西洋社会科「教科書」を用意してくれている。漢字が読める日本人としては、これらもフル活用して、死に物狂いの猛勉強をすべきだと思う。
　今週は以上。来週も乞うご期待。
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